



































































































































































































































　本決定の挙げる前記①ないし⑥の考慮要素は，上記 A から F と付合している（①は













































































































　以上のような点を考慮すると，私としても，上記 3 （ 1 ）のように，
「明らか」との要件は削除請求の範囲を必要以上に狭く解する趣旨では
ないと考えたい。ただ，最高裁が「明らかな」という文言を用いて要件















9 ）　日本経済新聞平成27年 7 月16日付
10）　ＥＵの司法機関である the Court of Justice of the European Union は，court of 
justice（欧州司法裁判所），general court（一般裁判所），specialized court（専門裁
判所）の総称である。EU 運営条約267条では，この the Court of Justice of the 
European Union に先決裁定手続の管轄権があると規定している。先決裁定を扱うの
は，court of justice（欧州司法裁判所）と general court（一般裁判所）であるが，
現在のところ特定の分野が規定されておらず，欧州司法裁判所のみが先決裁定を下し
















　事案は，スペイン国籍の Mario Costeja González 氏が，自分の名前がグ
ーグルで検索された場合に，同氏が社会保険料を滞納して不動産が競売にか
けられた旨を報じた新聞紙「La Vanguardia」（日刊紙で，特にカタルーニャ地方
では発行部数が多い）1998年 1 月19日号と 3 月 9 日号のページへのリンクが表
示されることから，2010年 3 月 5 日，スペインデータ保護局（Agencia 













































































































18）　プライバシーの内容をどのように捉えるかに関し，( 1 ) 他人から干渉されない私
生活の領域がプライバシーとして保護されると捉える見解，( 2 ) 自己に関する情報を
自主的にコントロールする権利をプライバシーの権利と捉える見解，( 3 ) 社会形成に
おける自己の役割イメージを自主的にコントロールする権利をプライバシーの権利と
捉える見解，( 4 ) 自己に関する社会的に重要でない情報の自主管理権をプライバシー
の権利と捉える見解など，「議論が盛んな状況にある」（滝澤孝臣・最判解説平成 6 年
度105頁）。
